
令和３年度第２回長野県自立支援協議会 次第 

 

 
日時：令和３年 11月 16日（火）  

                     13：30～15：30 

                     場所:議会棟第１特別会議室 

                  （Web会議） 

 

 

１ 開 会    

 

 

 

 

 

２ あいさつ                 

 

 

 

 

 

３ 会議事項  

（１）専門部会等の活動状況について           

 

 

 

 

 

（２）障がい者相談支援体制を基盤とした障害福祉計画等の推進について    

 

 

 

 

 

（３）その他                       

    ・「災害福祉カンタンマップ」について 

    ・地域自立支援協議会から県自立支援協議会への課題の提出について 
 

 

 

４ 閉 会                            

 

 



設置要綱
（第４条） 氏　　名 役　　　職　　　等 備　　考

大 堀 尚 美
長野県ピアサポートネットワーク　代表
NPO法人ポプラの会　事務局長

池 田 義 久 長野県身体障害者福祉協会　事務局長 代理出席

中 村 彰 長野県手をつなぐ育成会　会長

早 水 卓 也 （福）佐久学舎　統括

原 恵 上田市障がい者支援課　係長

林 敏 彦 (福)この街福祉会　常務理事　

北 嶋 昭 長野県西駒郷　駒ヶ根事業部長兼宮田支援事業部長

松 澤 陽 子 飯伊圏域障がい者総合支援センター 所長

樫 木 悦 子

宮 下 由 佳
南木曽町　住民課　福祉係 代理出席

髙 木 寿 郎 松本市健康福祉部障害福祉課　課長

鳥 羽 章 人 大町市民生部福祉課　課長

浅 野 恵 子 長野市南部障害者相談支援センター　専門員

永 井 芳 夫 小布施町健康福祉課　課長

飯 島 千 明 千曲市健康福祉部福祉課　係長 代理出席

柄 澤 豊 信濃町住民福祉課 課長

宮 澤 俊 昭 飯山市民生部 保健福祉課長 欠席

青木み どり 長野県LD等発達障害児者親の会「よつ葉の会」会長

本 田 秀 夫 信州大学医学部子どものこころの発達医学教室教授 欠席

長 峰 夏 樹 長野県社会福祉協議会　まちづくりボランティアセンター所長

小 林 広 美 長野県介護支援専門員協会　会長

橋 詰 正 上小圏域障害者総合支援センター　所長

丸 山 哲 (福)高水福祉会　理事長

関 谷 真 須高地域総合支援センター　所長

藤 原 香 澄 上伊那圏域障がい者総合支援センター　相談支援専門員

熊 谷 恵 子 (福)森と木　ながの地域相談支援センターベターデイズ　療育コーディネーター

上 野 隆 一 (一社)しょう　事業部長

紅林奈 美夫
長野県精神福祉士協会／
松本圏域障がい者基幹相談支援センター　機能強化コーディネーター

勝又小 百合 (福)りんどう信濃会喬木悠生寮　主査相談支援専門員

第３号

令和３年度第２回長野県自立支援協議会　出席者名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）

第１号

第２号
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所属 職 氏名

県民文化部　次世代サポート課　 青少年指導主事 西村　智美

課長補佐兼心の健康支援係長 高橋　正俊

保健師 樫尾　文香

産業労働部　労働雇用課　 主事 宮澤　一江

課長 髙池　武史

企画幹兼課長補佐兼管理係長 山本　哲也

課長補佐兼自立支援係長 大内　貴子

担当係長 百瀬　志津子

担当係長 渡辺　公恵

主事 溝口　歩美

長野県自立支援協議会　幹事名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）

健康福祉部　障がい者支援課　

健康福祉部　保健・疾病対策課　
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（１）専門部会等の活動状況について 

 

○人材育成部会 

○療育部会 

○就労支援部会 

○精神障がい者地域移行支援部会 

○権利擁護部会 
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令和３年度 長野県自立支援協議会人材育成部会 上半期報告 

 

［１］本年度の狙い 

  「長野県障害福祉サービス事業者人材育成ビジョン」に基づき、障がいのある方々がご本人の望む

暮らしの実現に向けた相談支援の提供、また‘安心して暮らせる地域づくり’を担う人材を育てるこ

とを目標にする。昨年度からの継続的な課題として、下記の項目を中心に取り組んでいく。 

（１）障害福祉計画の推進 

・基幹相談支援センターを中心とした地域の相談支援体制の充実 

・主任相談支援専門員の役割について 

（２）相談支援の質の向上 

・令和３年障害福祉サービス報酬改定をふまえた報酬制度の理解促進 

・市町村等との連携 

（３）相談支援従事者養成研修との連携 

   ・法定研修と地域の人材育成の連携について 

   ・人材育成ビジョンの活用   

 

[２] 部会の開催及び取組状況 

・第１回 ５月 21日（金） 

    本年度の取組（主任相談支援専門員の役割、相談支援の質の向上等）について協議を行った。 

・第２回 ８月 20日（金） 

    相談支援従事者初任者研修の実地教育をきっかけとした地域の人材育成体制（OJT体制）につ

いて各圏域の状況を共有した。法定研修と連動した地域での研修や主任相談支援専門員の取組

について共有した。 

  ・第３回 10月 29日（金） 

    国が実施する相談支援従事者指導者養成研修の概要を共有し、最新の動向を共有した。主任

相談支援専門員をはじめ、経験に応じて相談支援専門員が担う役割を「人材育成ビジョン」に

追記することを検討した。 

 

[３]今後の予定 

・第４回 12月 23日（水） 

   相談支援の質の向上について（加算の活用状況とモニタリングの検証） 

・第５回 ２月７日（月） 

   本年度のまとめについて 

 

[４] 相談支援関連研修実施状況等 

 ※今年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、全てオンライン開催 

・６～９月 相談支援従事者初任研修                   修了者 121人 

   ・８～９月 サービス管理責任者児童発達支援管理責任者 基礎研修  修了者 224人 

 ・10月   相談支援従事者専門研修（地域移行・地域定着）      修了者  20人 

     ・10～11月 サービス管理責任者児童発達支援管理責任者 実践研修    開催中 

＜今後の予定＞ 

・11～12月 相談支援従事者主任研修 

・12月   サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者更新研修 

・12～３月 相談支援従事者現任研修  
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令和３年度 長野県自立支援協議会療育部会 上半期報告 

 

［１］ 本年度の狙い 

１ 発達障がい児者（※診断のない場合も含む）や医療的ケア児者の協議の場である「長 

野県発達障がい者支援対策協議会」「長野県医療的ケア児支援連携推進会議」と連動

しながら、地域の療育体制における課題検討を行う。 

２ 当事者・保護者が早期から身近な地域で相談等が受けられる体制の一層の充実をは

かるため、切れ目のない支援のための連携強化、各圏域間のネットワークづくりを

行う。 

３ 第２期障害児計画の地域の取組状況の共有を行う。 

 

［２］ 部会の開催状況および取組状況 

●第１回 ５月 25日（火） 

①自立支援協議会の概念、第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画について確認 

②今年度の部会に係る計画、構成員について確認 

③各圏域自立支援協議会の状況に関する情報交換 

 

 ●第２回 ７月 15日（木） 

  ①今年度の部会に係る方向性について確認 

  ②障がい児の緊急時の支援体制について情報共有 

 

 

 ＜療育コーディネーター連絡会の状況＞ 

 ●第 1回 6月 25日（火） 

  ①療育コーディネーターの業務に係る関係機関への周知方法及び、 

専門職の活用状況について情報共有 

②他圏域と共有したい事例や取組についてグループワーク形式での意見交換 

  

※昨年度に引き続き新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全ての部会・連絡会を 

ＷＥＢ会議形式にて開催。 

 

［３］今後の予定 

●第３回 11月 30日（火） 

  障がい児通所支援に関する在り方検討会を踏まえた地域の実情について協議予定。 

 

●第４回 ２月 16日（火） 

  今年度部会活動の総括、来年度に向けた取り組みについて協議予定。 

 

＜療育コーディネーター連絡会＞ 

●第２回 12月 17日（金）   
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令和３年度 長野県自立支援協議会 就労支援部会 上半期報告 

 

[１] 今年度のねらい 

① 研修事業 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている障がい者に対応するため、就労支援能力の向上・

離職者を出さないための定着支援活動等現在の課題に則した研修会を実施する。 

② 後方支援事業 

圏域合同部会を開催し、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた、長野県内の各圏域就労支

援部会のニーズや課題について情報共有を行うとともに、圏域就労支援部会の更なる活性化を

図る。 

③ 関係機関との連携強化 

教育部門や、労働関係機関等障がい者就労における多様な機関との情報共有・連携を図る。 

④ 移行支援事業所に関する調査検討 

県内各圏域のにおける就労移行支援事業所の状況について情報収集を行うとともに、課題整理

を図る。 

[２] 部会の開催及び取り組み状況 

●第１回 ５月 17 日 

・令和３年度就労支援部会の構成、活動計画（日程）について 

・第６期障害福祉計画について 

・令和３年度障害福祉サービス等報酬改定について 

・障がい者雇用・福祉連携強化事業について 

●第２回 ７月 20 日（圏域部会合同会議） 

・圏域自立支援協議会 就労関係部会の活動について  

・県自立支援協議会 就労支援部会の活動について  

   ・障がい者雇用・福祉施策の連携強化について意見交換 

    ●第３回 10 月 14 日 

   ・就労支援部会研修準備 

 

※昨年度に引き続き新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全ての部会・連絡会を 

ＷＥＢ会議形式にて開催。 

 

◎上半期の関連事業実績 

●職場実習制度の実績 

・短期トレーニング促進事業・・・267 件／上半期（昨年度 203 件／上半期） 

   ・障がい者雇用・福祉連携強化事業・・・本事業を使っての一般就労（トライアル雇用含む）につ

いては 3 件／上半期 

 

（今後の予定） 

第４回 12 月 20 日 

     ・就労支援部会研修 

       障がい者の就労支援に係る地域のネットワークづくりについて（仮） 

（講師：厚生労働省 障がい者就労担当者）  

第５回 １月 24 日 

   ・圏域部会合同会議 

第６回 ３月１日 

   ・年度総括 
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令和３年度 長野県自立支援協議会精神障がい者地域移行支援部会上半期報告 

 

[1] 本年度のねらい 

精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築について関係者が理解を深め、情報共有

を図ることにより各圏域における地域移行・地域定着体制の強化に取り組むとともに、コロナ禍に

おいても継続して事業を取り組める体制づくりのために、各分野の取組の工夫を共有する。 

  

[2] 部会の開催及び取組状況 

＜地域移行支援部会＞ 

●第１回：令和３年６月４日（金）【書面開催】  

内容：・今年度の活動方針について報告。 

      ・第５期障害福祉計画の目標達成度の確認や、各圏域の課題（コロナ禍の影響を含む）

を抽出。 

・第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画に関する国の指針や方向性、「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための手引き」、今年度の精神障がい者

地域生活支援事業の計画等について情報提供した。 

（今後の予定） 

  ●第２回 令和３年２～３月頃 

    内容：・第６期障害福祉計画の進捗状況を確認する。 

・今年度の各圏域の活動状況を確認・共有・評価し、来年度の取組の方向性について  

協議する。 

          

 ＜精神障がい者地域生活支援コーディネーター等連絡会＞ 

※初回は夏頃を予定していたが、保健所がコロナ対応業務に忙殺されていたため実施なし。 

●第 1回 令和３年 12月（日程調整中）【集合形式または web】 

内容：・各圏域の今年度の取組状況や第６期障害福祉計画の進捗状況等を確認する。 

   ・課題だけでなく、地域移行支援において上手くいった事例なども共有する。 

・第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画に関する国の指針や方向性、「精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築のための手引き」、今年度の精神障がい者地域

生活支援事業の実施状況等について情報提供する。 

（今後の予定） 

●第２回 令和３年２～３月頃      

内容：・各圏域における今年度の活動を振り返る。 

・１年間のまとめ及び次年度の取組の方向性を確認する。  
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令和３年度 長野県自立支援協議会 権利擁護部会 上半期報告 

 

 

［１］本年度のねらい 

（１）障がい者虐待案件の課題検証を実施する。 

（２）差別解消地域協議会等差別解消法に係わる取り組み状況の確認を行う。 

（３）成年後見制度利用促進計画等について、課題を検討する。 

（４）長野県地域生活定着支援センターとの共催による罪に問われた障がい者等支援・矯

正施設視察研修を開催する。 

（５）その他、各圏域からあげられた権利擁護部会に関する課題検討。 

 

［３］部会の開催及び取組み状況 

第 1回 令和３年５月 20日（木）Web会議 13：30～16：00 

    各圏域権利擁護部会の令和２年度活動状況の報告と本年度の本年度の権利擁護部

会計画の策定を行った。 

    また、令和３年度報酬改定における虐待防止のさらなる推進部分について確認

し、各圏域において協議会や基幹センターと共同で虐待防止等研修を実施すること

を確認した。 

 

第 2回 令和３年７月 15日（木）Web会議 13：30～16：00 

    各圏域権利擁護部会の令和２年度の計画と各圏域からの課題について情報交換を

行った。 

また、各圏域における障がい者虐待対応の課題整理と検証及び成年後見制度利用

促進計画等における各圏域における課題について情報交換を行った。 

    他に、令和３年度の障がい者虐待防止研修への協力について確認した。 

 

第 3回 令和３年 10月７日（木）Web会議 13：30～16：00 

    第２回部会で共有した成年後見制度利用促進計画等における課題を基に情報交換

を行った。県社協の担当者に参加いただき、県全体の状況等や課題についても意見

交換を行った。 

    また、差別解消について地域支援協議会の設置や課題について各圏域の現状を共

有した。第４回部会では差別解消の県担当者にも参加いただき、この議題について

さらに深める予定。 

 

第 4回 令和４年１月 13日（木）Web会議 13：30～16：00 

・差別解消に係る情報交換 

・長野県障がい者共生社会づくり条例（案）の制定状況について、 

・令和３年度 障がい者虐待防止研修報告 

・令和３年度のまとめ   
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（２）障がい者相談支援体制を基盤とした障害福祉計画等の 

推進について 
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令和３年度障がい者相談支援体制機能強化会議 上半期報告 

［１］目的 

  共生社会の実現及び障がい者児やその家族が地域で安心して生活できる地域の支援体制の構築

を目指し、各地域の障がい者相談支援体制及び障害福祉計画・障害児福祉計画の推進に向けた各

種テーマ（例：人材育成体制、地域移行体制、権利擁護体制、地域自立支援協議会事務局体制、

地域生活支援拠点等整備など）に必要な者を参集し、その協議及び情報交換等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［２］会議の開催状況 （※全て Web開催） 

 第１回 ５月 11日（火） 

（講演）令和３年障害福祉サービス等報酬改定の概要について 

厚生労働省障害福祉課 相談支援専門官 藤川雄一氏 

   

 第２回 ８月 10日（火）   

 ・各圏域の報酬改定の運用に関わる地域の状況について 

第１回会議や地域生活支援拠点等の機能を担う事業所の考え方を踏まえ、報酬改定を踏まえた 

地域の相談支援体制づくりについてグループワークで共有。 

  

 第３回 10月 11日（月）  

 【テーマ】障害福祉計画・障害児福祉計画の推進に向けた自立支援協議会の活用 

  障害福祉計画等の PDCAサイクルとケアマネジメントにおける PDCAサイクルについて 

 

＜今後の予定＞ 

第４回 12月 14日（火） 

  第３回会議を踏まえ、相談支援体制のモニタリングの検証状況と自立支援協議会を活用した障

害福祉計画の検証状況について共有予定。 

 

 第５回 ２月 15 日（火）  

・地域生活支援拠点等の運用状況について 

・まとめと来年度の取り組みについて 

【令和３年度から令和５年度のビジョン】 

 ＜テーマ＞自立支援協議会を活用した「ニーズの受け止め～課題解決」の仕組みづくり 

  １．第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の推進（進捗管理・検証・計画） 

２．地域生活支援拠点等の機能強化（課題把握⇒断らない支援） 

  ３．インクルージョンの視点を踏まえた障がい児相談支援体制の構築 

＜本年度の取組＞ 

①圏域の相談支援体制の強化 ⇒R3報酬改定の理解と地域の実情にあった運用 

②各圏域の障害福祉計画等の進捗確認 ⇒情報共有・全県における課題整理 
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障害福祉計画※におけるPDCAサイクル

計画（Plan）

実行（Do）

評価（Check）

改善（Act）

「基本指針」に即して成果目標及び活動指標
を設定し、障害福祉サービスの見込み量の設
定やその他の確保方策等を定める。

計画の内容を踏まえ、事業を実施。

●少なくとも１年に１回その実績を把握し、中間評価として分析・評価。
●中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともにその結果について公表することが望ましい。
●活動指標については、より頻回に実績を把握し、達成状況等の分析・評価を行うことが望ましい。

中間評価等の結果を踏まえ、必要があれば見直し。

※ここでいう障害福祉計画は障害児福祉計画も含む。

まとめ
〇障害福祉計画の推進はなぜ必要？
障がい児者の地域生活を推進する根拠となる計画。国の基本指針と地域の実情を踏まえて、地域で

生活する障がい児者やその家族の生活を応援する目的や手段、基盤整備の量等を示している。

〇障害福祉計画の進捗管理は行政が行えばいいのでは？
行政は必須。実情に即した推進をするには、必要な実践や資源開発つながる地域のサービス事業所

や障がい者団体等の事業者との協議は欠かせない。地域の関係者が「自分たちの計画」として主体的
に関わることができる体制づくりが重要。

→自立支援協議会の活用

〇相談支援は地域課題（個別のニーズ）把握のエンジン

相談支援は、障がい児者や家族の個別のニーズの把握から地域全体の課題を集約する役割も担う。
基幹相談支援センター（委託相談）や相談支援専門員が行政と両輪となり、障害福祉計画の推進も含
めた地域課題への対応に向けて、自立支援協議会をどのように活用するか。

→地域の相談支援体制の強化（ケアマネジメントの質の向上、相談支援体制の強化など）
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ケアマネジメントプロセス
サービス等利用計画作成の流れ

5

支援過程の可視化

インテーク
(・アセスメント)

アセスメント プランニング

サービス等
利用計画案

モニタリング 終結

受理 介入

サービス等
利用計画

支給
決定

サービス
担当者会議

受付

継続サービ
ス利用支援

評価

P

令和元年度 相談支援従事者指導者養成研修資料 一部変更

D
サービス
提供

C

A

支援の検証の取組等の実施を
推進するために

各相談支援事業事業所の質の向上、厚生・中立性を高めるほか、
地域全体で支援者支援の体制を構築するためには、第6期障害福
祉計画・第2期障害児福祉計画（基本指針）における成果目標⑥相
談支援体制の充実・今日か等に関する目標のうち、地域の相談支援
体制の強化の活動指標に掲げる項目に着実に取り組むことが重要
である。

具体的には、モニタリング頻度の標準期間より短縮することを検
討すべきとして例示したものをはじめ支援方針の検討や支援の進
捗管理を共同で実施することが望ましい利用者の支援を検討・検証
することや相談支援専門員自らの支援を開示し、振り返る場を地域
の中に設置運営することが求められる。（モニタリング検証も含めて
行われることが効果的かつ効率的）

令和３年度 相談支援従事者指導者養成研修資料 一部抜粋
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個別支援から多職種連携やチーム支援、そして地域作りへの段階

地域・まち
コミュニティー

関係機関
多職種連携

支援者・事業所・
組織

コミュニティーワーク
自立支援協議会等

チーム支援（＊）
サービス担当者会議等

個別支援会議
ユニット会議・リーダー会議

等

マクロ

メゾ

ミクロ

9

ホウレンソウの重要性や
同一部署、他部署連携

令和元年度 相談支援従事者指導者養成研修資料 一部変更

個
別
支
援
か
ら
の
課
題
整
理

PDCAサイクルの長野県自立支援協議会の
メゾからマクロ（大きなケアマネジメント）の実践

第4期障害福祉計画

計画相談体制

第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画

緊急時拠点

整備

第6期障害福祉計画

第2期障害児福祉計画

地域生活支援

体制

支
援
の
検
証
の
取
組
等
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（３）その他 
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⺠⽣児童委員⺠⽣児童委員 地区役員地区役員

市町村・社協職員市町村・社協職員 福祉専門職福祉専門職

防災福祉 みんなのやる気を応援するアプリです。

４つの思いをアプリでつなげる

「優秀なデジタル
マップ」で、災害時
の支え合いの仕組
みづくりと個別避
難計画づくりを支
援します。

デジタルマップ スマホと連携 連携促進機能 情報セキュリティ

役員や福祉職員の
スマホと連携して、
避難訓練や災害時
の避難支援に活用
できます。

自治会や事業所間
で、必要な情報の
共有を促進。個別
避難計画の作成や
提出をサポートし
ます。

国の認証を受けた
クラウドサービス
「キントーン（サイボ
ウズ㈱）」を活用し、
情報セキュリティと
個人情報保護を徹
底します。

災害時住民支え合いマップ
づくり（小谷村）

福祉専門職による個別避難計
画づくり（長野市）

防災訓練での災福マップを活
用して安否確認（長野市）

長野県社会福祉協議会

予定稿予定稿
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② 災福マップで、始めよう

① リスクを「見える化」する基本的機能

自治会や福祉・介護事業所の持つ災害時要支援者情報を災福マップで「見える化」し、支え合い
マップづくりや個別避難計画策定に活用します。

住宅地図

※国土地理院地図

重ねるハザード

避難所、福祉施設等

地域の支援者マップ

職員の住所マップ

《住民組織用》

《施設・事業所用》

《共 通》

個票 一覧票 個別避難計画

Ａランク者

Ｂランク者

Ｃランク者

ランク

避難支援
の優先度
Ａ～Ｃ

災害時要援
護者名簿

災害時要支援者の避難支援時のリスクをシンプルにＡＢＣランク分けして災福マップにインポート。
マップで地域全体を見渡して、支援の優先度を確認することから取り組みがスターします。
ランク分けの基準は、民生委員や福祉専門職の経験をふまえて、地域ごとに決めましょう。

ＡＢＣ分けの基準（例）
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③ 災福マップで、つなげよう、広げよう！

佐久市社社協 御代田町社協

中川村社協 喬木村社協

阿南町社協 大桑村社協

福)萱垣会/下条村地域包括ｾﾝﾀｰ

塩尻市社協 生坂村社協

池田町社協 豊丘村社協

②法人等のＢＣＰ策
定につなげる取組み

① 支え合いマップづ
くりを含む取組み

⻑野県
社協福祉
協議会

実施
主体

サイボウズ㈱ 《キントーン、東京都》
あっとクリエーション㈱ 《プラグイン、大阪市》
(特活)さくらネット 《企画・運⽤指導、神⼾市》

協力
団体

医)健救会

南箕輪村社協

小海町社協

大町市社協

福）湖会 松代福祉寮

小布施町社協

長野市社協

福)長野市社会事業協会

③台風第19号被災地支援に
関わる取組み

福)光仁会富竹の里

福)賛育会

福)ハーモニー福祉会

長野市住民自治組織

長野市地域ささえあいセンター

長野県地域ささえあいセンター

注 福）＝社会福祉法人、医）＝医療法人、各社協は社会福祉法人

内閣府「個別避難計画作成
モデル事業」

実施主体：⻑野市 受託：⻑野県社協

〔Histry〕 防災福祉の現場で使えるデジタルマップが欲しい！

令和元年台風第19号災害の支援を通して、要支援者情報の包括的な把握の必要性を痛感。
支援の現場で協働した企業、ＮＰＯと社協が共同でアプリ開発に着手、現在、長野県内26法人
が参加して「災害福祉カンタンマップ実証実験」に取り組んでいます。（令和３年１月～１２月）

〇〇会
災害対応
事業継続
マニュア
ル

〇〇会
災害対応
事業継続
マニュア
ル

住⺠⾃治協議会

3

個別避難計画
入力、印刷、送信

福祉事業所の一部

平常時 事前避難、発災時

〇〇会
災害対応
事業継続
マニュア
ル

◎…避難済
未…未確認

地区
役員

事業所
職員

避難者情報
の共有

〇福祉事業所
〇災害ボラセン
〇ふくしチーム大伴印刷

作成支援
安否確認
情報共有

地域住民の取り組みと福祉専門
職の取り組みの連携促進機能

災害時の支援機能（今後、予定）
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市町村
キントーン

アカウントなし
の場合

〇１アカウント 5,000円（税別）/月

サポートセンター

ＷＥＢデータベースシステム「キントーン」

災害福祉カンタンマップ

〇〇住⺠⾃
治協議会

ABCアプリ

ABCアプリ

Ａ事業
所

別途、整備
を検討中

社会資源
アプリ

サポート
センター

日頃の電話サ
ポート

セキュリティ
研修

災害時の対応

連携促進と災福マップ広域センターの機能

原則として、１アカウント
で１台のパソコンで使用し
ます。
ただし、バックアップのた
めにパソコン、タブレット
等で使用することができ
ます。

スマホとの連携機能

安否確認に最低限必要
な情報のみをスマホか
ら災福マップに送信す
る機能
発行アカウント数に制限
はありません。

設定、現地指導１回を含みます。
※実証事件参加団体は不要
※複数アカウント導入時の割引は検討
中です。

 有償サービス開始 令和４年1月
※ 実証実験参加団体のみ

 実証実験成果発表会 令和４年２月
➡ 新規団体受付開始

 新規団体へのサービス開始 令和４年4月予定

特定非営利活動法人
さくらネット
〒662－0041
兵庫県西宮市末広町4－7 夙川
レッチオレジデンツァ402
TEL：0798－23－3215

△△住⺠⾃
治協議会

ABCアプリ

〇〇〇法人

Ａ事業
所

避難所、社会福祉施設等資
源情報を共有

市町村への情報提出

必要な情報共有
連携促進

重複する登録者の情報共有
個別雛計画作成のための連携促進

統計情報の集計

情報共有
名簿連携機能

連携促進

集計機能

連携促進
集計機能

〇初期導入経費 10万円
検討中

長野県社会福祉協議会

〒380-0936 
長野県長野市中御所岡田98-1
TEL 026-226-1882
FAX 026-227-0137

長野県社会福祉協議会
社会福祉
法 人
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圏
域
の
自
立
支
援
協
議
会
か
ら
県
自
立
支
援
協
議
会
へ
提
出
さ
れ
た
課
題
の
検
討
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

（新
年
度
）

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6

部
　
会

全
体
会

事
務
局

県
自
立
支
援
協
議
会
へ
の
提
出
期
限
（1
2月

中
）　

運
営
委
員
会

専
門
部
会

第
１
回

第
２
回

第
３
回

第
１
回

運
営
委
員
会
案
の
提
出

課
題
に
対
す
る

取
り
組
み
の
報
告

事
務
局

課
題
の
受
理
・運

営
委
員
会
に
議
題
提
案

課
題
の
整
理
、
検
討

具
体
化
に
向
け
た
検
討

課
題
の
把
握

関
係
機
関
へ
の
要
望
、

要
望
の
あ
っ
た
事
務
処
理
要
領
等
の
作
成
、

施
策
化
に
向
け
た
関
係
機
関
と
の
調
整

月

県 自 立 支 援 協 議 会圏 域 の 自 立 支 援 協 議 会

部
会
か
ら
提
出
さ
れ
た

課
題
の
協
議

全
体
会
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県
自

立
支

援
協

議
会

　
課

題
提

出
様

式
 

提
出

日
：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

圏
域

名
：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

提
出

課
題

・
内

容
（
圏

域
で

の
検

討
経

過
含

む
）

５
　

・
　

４
　

・
　

３
　

・
　

２
　

・
　

１

５
　

・
　

４
　

・
　

３
　

・
　

２
　

・
　

１

1
県

自
立

支
援

協
議

会
全

体
会

で
議

論

2
県

自
立

支
援

協
議

会
○

○
部

会
で

議
論

3

（
助

言
・
ア

ド
バ

イ
ス

）

・
内

容
（
圏

域
で

の
検

討
経

過
含

む
）

５
　

・
　

４
　

・
　

３
　

・
　

２
　

・
　

１

５
　

・
　

４
　

・
　

３
　

・
　

２
　

・
　

１

1
県

自
立

支
援

協
議

会
全

体
会

で
議

論

2
県

自
立

支
援

協
議

会
○

○
部

会
で

議
論

3

（
助

言
・
ア

ド
バ

イ
ス

）

優
先

度

対
応

県
自

立
支

援
協

議
会

運
営

委
員

会
記

入
欄

○
課

題
の

流
れ

：
地

域
自

立
支

援
協

議
会

事
務

局
→

事
務

局
（
障

が
い

者
支

援
課

自
立

支
援

係
）
→

県
自

立
支

援
協

議
会

運
営

委
員

会
→

事
務

局
→

地
域

自
立

支
援

協
議

会
事

務
局

対
応重
要

度

優
先

度

重
要

度
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開催月 開催日 開催時間 開催方法

３月 １５日（火）
１３：３０
～

１５：３０
未定

令和３年度　長野県自立支援協議会　開催予定日
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